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 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）は含まれていない。 

２．△は損失またはキャッシュ・フローにおける支出超過を示している。  

３．従業員数は、就業人員数を表示している。  

４．潜在株式調整後の１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第99期第２四半期連結累計(会計)期間

及び第100期第２四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため、第100期第２四半期連結会計期間及び第99期については、潜在株式が存在しないため記載して

いない。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第99期 

第２四半期連結
累計期間 

第100期 
第２四半期連結

累計期間 

第99期 
第２四半期連結

会計期間 

第100期 
第２四半期連結 

会計期間 
第99期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  196,361  210,759  103,429  111,926  448,970

経常利益（百万円）  3  1,766  529  1,327  3,626

四半期（当期）純利益または四半

期純損失（△）（百万円） 
 △859  △693  △192  410  1,454

純資産額（百万円） － －  27,276  36,383  36,553

総資産額（百万円） － －  171,916  180,828  201,955

１株当たり純資産額（円） － －  185.45  195.81  196.55

１株当たり四半期（当期）純利益

金額または１株当たり四半期純損

失金額（△）（円） 

 △5.98  △3.79  △1.34  2.24  9.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  15.5  19.8  17.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,153  2,206 － －  5,314

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △687  △672 － －  △1,617

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,845  △1,497 － －  △3,892

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  5,436  6,626  6,611

従業員数（人） － －  5,837  5,588  5,636
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社であったシンジテキスタイル株式会社は、清算結了に伴い連結の範

囲から除外している。また、大洋化成株式会社は平成22年７月１日に商号変更し、ダイワボウオーシャンテック株式会

社となった。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 5,588  [ ] 1,461

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 9  [ ] －
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 以下の記載に当たっては、ＩＴインフラ流通事業セグメントは、システム製作の占める割合が低いため、生産実績

を記載していない。また、同セグメントにおける情報機器卸売等販売部門、サポート・サービス部門については、受

注売上の割合が低いため、受注状況については、システムインテグレーション部門のディーアイエスソリューション

株式会社についてのみ記載している。衣料品・生活資材事業セグメントは、受注生産の占める割合が低いため、受注

状況を記載していない。また、同セグメントにおける生産実績についてはダイワボウノイ株式会社が、化合繊・機能

資材事業セグメントにおける生産実績についてはダイワボウレーヨン株式会社、ダイワボウポリテック株式会社、ダ

イワボウプログレス株式会社、カンボウプラス株式会社、朝日加工株式会社及びケービー産業株式会社が、受注状況

についてはカンボウプラス株式会社及び朝日加工株式会社が、その他における生産実績及び受注状況についてはダイ

ワボウプログレス株式会社、ダイワボウオーシャンテック株式会社及びディーエヌプロダクツ株式会社がその大半を

占めているため、それぞれの会社の実績により記載している。なお、販売実績にはセグメント間の内部売上高を含め

て記載している。 

(1）生産実績 

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。   

 （注）１．金額は、製造原価による。  

２．ＩＴインフラ流通事業には、商品の仕入実績が87,682百万円ある。 

３．衣料品・生活資材事業には、上記の生産実績のほかに商品の仕入実績が1,561百万円ある。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注状況 

当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日    
 至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％） 

  

化合繊・機能資材事業（百万円）  6,987                          －

衣料品・生活資材事業（百万円）  844  －

報告セグメント計（百万円）  7,832  －

その他（百万円）  602  －

合計（百万円）  8,434  －

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

ＩＴインフラ流通事業  1,430  －  259  －

化合繊・機能資材事業  939  －  325  －

報告セグメント計  2,370  －  585  －

その他  736  －  239  －

合計  3,106  －  824  －
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(3）販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。  

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。  

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。  

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日    
 至 平成22年９月30日）  

  
前年同四半期比（％） 

   

ＩＴインフラ流通事業（百万円）  97,297  －

化合繊・機能資材事業（百万円）  7,847  －

衣料品・生活資材事業（百万円）  5,382  －

報告セグメント計（百万円）  110,528  －

その他（百万円）  1,670  －

合計（百万円）  112,198  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。   

 (1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、政府の経済対策による個人消費の持ち直しや企業収益の改善による設

備投資の下げ止まりなど、景気は緩やかながら自律的回復に向かいつつあるものの、円高と海外景気の減速による輸

出鈍化や厳しさが続く雇用情勢などにより、改善の動きは弱まってきている。 

 このような状況のなか、当社グループは平成21年４月から中期経営計画「ニューステージ２１」第三次計画をスタ

ートさせた。本計画は、ＩＴインフラ流通事業を新しい中核分野に加え、グループの事業ポートフォリオの革新によ

り、さらなる成長戦略を実行するものである。  

 このため、これまで以上に経営統合の効果を活かし、国際市場を視野に入れた事業戦略の構築、連結収益力の向上

を目指すとともにニーズの変化に対応した新規商材・商流の開発を強化し、市場創造に努めてきた。 

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は111,926百万円（前年同期比8.2％増）、営業利益は

1,538百万円（前年同期比63.1％増）、経常利益は1,327百万円（前年同期比150.6％増）、四半期純利益は410百万円

（前年同期は192百万円の四半期純損失）となった。  

 セグメントの業績は次のとおりである。（各セグメントにはセグメント間の内部売上高を含んでいる。）  

ＩＴインフラ流通事業 

 ＩＴインフラ流通事業では、法人向け市場は地域密着型の営業展開により大企業を中心に一部で需要回復の兆しが

みられ首都圏での受注が伸長するとともに、個人向け市場においてもWindows7搭載パソコンや液晶テレビの販売がＷ

ｅｂ販売事業者や家電量販店を中心に増加する一方、徹底したコスト削減に努めた。 

 以上の結果、当事業の売上高は97,297百万円となり、セグメント利益は1,510百万円となった。 

化合繊・機能資材事業 

 化合繊・機能資材事業では、合繊部門においては、コスメ関連向けの不織布製品が海外販売を中心に好調に推移し

たが、前期の除菌関連製品の特需が収束したため、減収減益となった。レーヨン部門においては、衣料用快適素材は

インナー向けを中心に堅調であったが、対米向け難燃素材は米国経済の失速と円高の煽りを受け苦戦を強いられた。

機能資材部門においては、カンバス分野では需要回復には至らず売上・利益ともに前期並みとなったが、機能製品分

野では合繊帆布やカートリッジフィルターがＯＥＭ品を中心に活況を呈し、樹脂加工分野では主力の重布関連商品や

建築用資材などの受注が回復に転じた。 

 以上の結果、当事業の売上高は7,847百万円となり、セグメント利益は66百万円となった。 

衣料品・生活資材事業 

 衣料品・生活資材事業では、製品部門においては、機能性インナー製品や海外向けトランクスの販売は堅調に推移

したが、原料高騰等により収益は圧迫を受けた。また、スポーツ向けブランド展開が順調に伸長する一方、子供向け

は消費不振により売上は減少したもののコスト削減に注力し収益性は向上した。テキスタイル部門においては、寝装

用途では高価格帯の商品の需要低迷が続くとともに、衣料用途では猛暑の影響もあり販売は振るわなかった。 

 以上の結果、当事業の売上高は5,382百万円となり、セグメント損失は47百万円となった。  

その他 

 報告セグメントに含まれない事業セグメントについて、ゴム部門においては、工業用スポンジ分野は車輌関係用途

の需要の活発化により堅調に推移したが、ボール分野は販売価格の下落により苦戦を強いられた。エンジニアリング

部門においては、企業の設備投資が回復には至らず受注は低迷した。 

 以上の結果、その他の売上高は1,670百万円となり、セグメント利益は４百万円となった。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  売上高 
（百万円） 

セグメント利益
又は損失 (△)
（百万円） 

ＩＴインフラ流通事業  97,297  1,510

化合繊・機能資材事業  7,847  66

衣料品・生活資材事業  5,382  △47

報告セグメント計  110,528  1,529

その他  1,670  4

合計  112,198  1,534
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 (2）財政状態及びキャッシュフローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は180,828百万円となり、前連結会計年度末に比べ21,126百万円減少した。

主に受取手形及び売掛金の減少によるものである。負債は144,445百万円となり、前連結会計年度末に比べ20,956百

万円減少した。主に支払手形及び買掛金の減少によるものである。純資産は、その他有価証券評価差額金の差損額が

減少したものの、利益剰余金の減少により前連結会計年度末に比べ170百万円減少し、36,383百万円となった。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加額5,458百万円等の支出があったが、たな卸資産の減少額

1,926百万円及び仕入債務の増加額3,343百万円等の収入により、2,607百万円の収入超過（前年同四半期に比べて

1,230百万円収入超過減少）となった。  

 投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入101百万円等があったが、有形固定資産の取得

による支出374百万円等があったため、276百万円の支出超過（前年同四半期に比べて126百万円の支出超過増加）と

なった。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入5,300百万円があったが、短期借入金の減少1,795百

万円及び長期借入金の返済による支出4,775百万円等があったため、1,671百万円の支出超過（前年同四半期に比べて

1,528百万円の支出超過減少）となった。  

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は前四半期連結会計期間末に比べて629百

万円増加し、6,626百万円となり、また、当第２四半期連結会計期間末の借入金・社債残高は前四半期連結会計期間

末に比べて1,492百万円減少し、48,274百万円となった。  

 (3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はない。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりである。 

 当社は、平成21年５月13日開催の取締役会において、以下のⅠ．に記載のとおり当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者の在り方に関する基本方針を決定し、さらに下記内容の当社株式等の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）（以下「本プラン」という。）の内容について決定した。本プランは、平成21年６月26日開催の定時

株主総会に出席した株主の過半数による承認により導入された。 

 本プランは、当社取締役会の決議により導入するものであるが、株主総会の決議や株主総会で選任された取締役で

構成される取締役会の決議で廃止することができるなど、株主の総体的意思によってこれを廃止できる手段が設けら

れており、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のた

めの買収防衛策に関する指針」の定める買収防衛策の３原則（「企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則」

「事前開示・株主意思の原則」「必要性・相当性確保の原則」）を充足している。さらに、株主の意思をより反映さ

せるという観点から、平成21年６月26日開催の当社定時株主総会において、議案として諮り、本プランの導入につい

て承認を得ている。  

 なお、社外監査役２名を含む当社監査役４名全員が、本プランは当社株式等の大規模買付行為に関する対応策とし

て相当と判断される旨の意見を表明している。  

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針  

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉を

十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上していくことを可能とする者であるべきと考え

ている。 

 当社は、金融商品取引所に株式を上場していることから、市場における当社株式の取引については株主の自由な意

思によって行われるべきであり、例え当社株式の大規模買付行為がなされる場合であっても、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これをすべて否定するものではない。また、経営の支配権

の移転を伴う株式の大規模買付提案に応じるかどうかは、最終的には株主の判断に委ねられるべきだと考えている。
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 しかしながら、最近の資本市場における株式の大規模買付提案の中には、その目的等から見て、例えばステークホ

ルダーとの良好な関係を保ち続けることができないことが予測されるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共

同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言いがたいもの、あるいは株

主が最終的に判断されるために必要な時間や情報が十分に提供されずに、大規模買付行為が行われる可能性も否定で

きない。 

 そのような提案に対して、当社取締役会は、株主から負託された者の責務として、株主のために必要な時間や情報

の確保、株式の大規模買付提案者との交渉、場合によっては必要かつ相当な対抗措置を取る必要があると考えてい

る。  

Ⅱ．基本方針の実現に資する取組み  

 当社は、上記方針の実現、つまり企業価値向上及び株主共同の利益のために、次の取組みを実施している。  

 (1) 経営体制の改革  

 当社は、昭和16年に紡績会社の４社合併によって設立されたが、以来、事業構造の改革を継続しており、平成18年

には純粋持株会社への移行、平成21年には戦略的中核分野としてＩＴインフラ流通事業の再編を行った。これによっ

て、当社グループはＩＴ関連事業をはじめとして繊維関連事業、サービス業など多様な特徴のある事業領域を展開す

る企業グループとなっている。  

 (2) 中期経営３ヵ年計画  

 当社は平成21年４月１日から中期経営計画「ニューステージ２１」第三次計画に取り組んでいる。本計画では、

「ハードとソフトの融合により、21世紀の新たな生活文化の提案と人に優しい地球環境への貢献を使命とするパイオ

ニア集団を目指す」というグループ経営理念のもと、各社のシナジー効果を追求し最終年度の平成24年３月に向け

て、グループとしての連結企業価値の向上と社会的責任を果たしていく。  

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み  

 当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において株主の承認を得て、本プランを導入した。  

 当社取締役会は、当社株式等の大規模買付行為が行われようとする場合に、株主に、当該買付けが当社の企業価値

ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであるか否かを適切に判断をするために情報提供や検討期間の確

保がなされることが不可欠であると考えている。 

 そのため、本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主及び

投資家が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の

機会を確保することを目的としたものである。  

 本プランの内容は、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定

の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があること

を明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式等

の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものである。  

 なお、本プランの詳細については、当社ホームページ（http://www.daiwabo-holdings.com/）に掲載されている平

成21年５月13日付プレスリリース「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の導入について」に

記載のとおりである。 
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Ⅳ．前記取組みが、基本方針に従い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的と

するものでないこと及びその理由  

 本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株

主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足している。 

 さらに、本プランは以下の理由により、基本方針に従うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、また

役員の地位の維持を目的としているものではない。  

 ① 企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則 

 本プランは、上記Ⅲに記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際に、当該大規模買付け

等に応じるべきか否かを株主が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確

保し、株主のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を

確保し、向上させるという目的をもって導入されるものである。  

 ② 事前開示・株主意思の原則  

 本プランは、平成21年６月26日開催の定時株主総会において株主の承認を得たうえで導入されたものである。

また、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議

に従い変更又は廃止されることになる。従って、本プランの導入及び廃止には、株主の意思が十分反映される仕

組みとなっている。  

 ③ 必要性・相当性確保の原則  

ア．独立委員会による判断の重視と情報開示  

 本プランは、大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断

及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置している。 

 独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外

の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる

者）から選任される委員３名以上により構成される。  

 また、当社は、その判断の概要については株主及び投資家に情報開示を行うこととし、当社の企業価値・株

主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保している。  

イ．合理的かつ客観的な発動要件の設定  

 本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取

締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保している。  

ウ．デッドハンド型の買収防衛策ではないこと  

 本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することがで

きる。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発

動を阻止できない買収防衛策）ではない。  

 また、当社は、本プラン導入を機に、取締役の任期を１年へ短縮したので、取締役選任議案に関する議決権

行使を通じ、本方針の継続、本方針に基づき取締役会決議により発動された対抗措置に対し、株主の意思が反

映できることになるため、本方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことが

できないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもない。 

 (4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、196百万円である。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はな

い。  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  400,000,000

計  400,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  183,397,488  183,397,488

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

単元株式数 

1,000株  

計  183,397,488  183,397,488 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  183,397  －  21,696  －  7,063
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 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりである。  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社        10,804千株      

日本マスタートラスト信託銀行株式会社         1,930千株  

      ２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル－プから、平成22年１月８日付の変更報告書の写しの送付があ

り、平成21年12月28日現在で共同保有者計４社が以下の株式を保有している旨の報告があったが、当社とし

て当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況との関係

は把握できていない。なお、変更報告書の内容は次のとおりである。 

   

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番11号   11,254  6.14

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号   5,014  2.73

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社）  

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟）  

 4,086  2.23

第一生命保険株式会社（常任代理

人 資産管理サービス信託銀行株

式会社）  

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 

（東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟）   

 4,021  2.19

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号   3,172  1.73

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社  
東京都港区浜松町二丁目11番３号   2,136  1.16

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号  2,042  1.11

松井証券株式会社  東京都千代田区麹町一丁目4番地  1,697  0.93

ダイワボウ従業員持株会  
大阪市中央区久太郎町三丁目６番８号 

御堂筋ダイワビル  
 1,657  0.90

大和証券株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目９番１号  1,602  0.87

計 －  36,681  20.00

氏名又は名称 住所 
 所有株式数 
 （千株）  

 株券等保有割合 
 （％）  

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  
東京都千代田区丸の内二

丁目７番１号 
 5,014  2.73

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内一

丁目４番５号  
 3,781  2.06

三菱ＵＦＪ証券株式会社 
東京都千代田区丸の内二

丁目４番１号  
 223  0.12

三菱ＵＦＪ投信株式会社 
東京都千代田区丸の内一

丁目４番５号  
 411  0.22

計  － 9,429  5.14
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①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が24,000株（議決権24個）

含まれている。 

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式804株及び株式会社オーエム製作所所有の相互保

有株式700株が含まれている。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部の相場による。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式        

（相互保有株式） 

普通株式       

170,000

500,000

  

－ 

  

－ 

－ 

完全議決権株式（その他） 普通株式    181,807,000  181,807 － 

単元未満株式 普通株式       920,488 － － 

発行済株式総数  183,397,488 － － 

総株主の議決権 －  181,807 － 

  平成22年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

ダイワボウホールディ

ングス㈱  

大阪市中央区久太郎

町三丁目６番８号 
 170,000  －  170,000  0.09

（相互保有株式） 

㈱オーエム製作所 

大阪市淀川区宮原三

丁目５番24号 
 500,000  －  500,000  0.27

計 －  670,000  －  670,000  0.37

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  259  255  205  188  192  197

最低（円）  189  180  174  172  172  175

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けている。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,023 7,021

受取手形及び売掛金 79,388 96,279

商品及び製品 19,830 19,077

仕掛品 988 811

原材料及び貯蔵品 1,557 1,326

その他 9,554 12,627

貸倒引当金 △479 △507

流動資産合計 117,862 136,635

固定資産   

有形固定資産   

土地 23,123 23,138

その他（純額） ※1  16,838 ※1  17,298

有形固定資産合計 39,962 40,437

無形固定資産   

のれん 8,455 8,982

その他 1,120 1,308

無形固定資産合計 9,575 10,291

投資その他の資産   

その他 14,151 15,210

貸倒引当金 △723 △619

投資その他の資産合計 13,428 14,590

固定資産合計 62,966 65,319

資産合計 180,828 201,955
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 74,745 93,986

短期借入金 15,893 17,460

1年内償還予定の社債 500 1,200

未払法人税等 509 347

賞与引当金 2,152 2,073

その他の引当金 20 66

その他 5,800 6,646

流動負債合計 99,620 121,781

固定負債   

社債 － 500

長期借入金 31,881 30,080

退職給付引当金 4,633 4,465

その他の引当金 8 36

その他 8,302 8,537

固定負債合計 44,824 43,619

負債合計 144,445 165,401

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,696 21,696

資本剰余金 6,366 6,366

利益剰余金 10,856 12,099

自己株式 △55 △54

株主資本合計 38,864 40,107

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △446 △1,688

繰延ヘッジ損益 △42 10

為替換算調整勘定 △2,526 △2,445

評価・換算差額等合計 △3,015 △4,122

少数株主持分 534 568

純資産合計 36,383 36,553

負債純資産合計 180,828 201,955
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 196,361 210,759

売上原価 177,679 190,711

売上総利益 18,682 20,047

販売費及び一般管理費 ※1  18,001 ※1  17,971

営業利益 681 2,075

営業外収益   

受取利息 65 29

受取配当金 51 71

持分法による投資利益 149 102

その他 286 256

営業外収益合計 553 460

営業外費用   

支払利息 521 444

グループ再編関連費用 195 －

その他 514 325

営業外費用合計 1,231 769

経常利益 3 1,766

特別利益   

固定資産売却益 44 6

貸倒引当金戻入額 23 －

その他 6 3

特別利益合計 74 9

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

投資有価証券評価損 457 2,228

関係会社株式評価損 24 －

退職給付制度改定損 213 －

減損損失 4 5

その他 77 14

特別損失合計 777 2,315

税金等調整前四半期純損失（△） △699 △539

法人税、住民税及び事業税 332 443

法人税等調整額 △183 △272

法人税等合計 148 171

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △710

少数株主利益又は少数株主損失（△） 11 △17

四半期純損失（△） △859 △693
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 103,429 111,926

売上原価 93,712 101,409

売上総利益 9,717 10,517

販売費及び一般管理費 ※1  8,774 ※1  8,978

営業利益 943 1,538

営業外収益   

受取利息 28 12

受取配当金 0 0

持分法による投資利益 90 106

その他 144 96

営業外収益合計 264 215

営業外費用   

支払利息 257 220

グループ再編関連費用 97 －

その他 323 206

営業外費用合計 678 426

経常利益 529 1,327

特別利益   

固定資産売却益 44 4

その他 2 1

特別利益合計 47 6

特別損失   

投資有価証券評価損 457 603

関係会社株式評価損 2 －

減損損失 4 －

その他 77 5

特別損失合計 541 609

税金等調整前四半期純利益 35 724

法人税、住民税及び事業税 252 380

法人税等調整額 △25 △50

法人税等合計 227 329

少数株主損益調整前四半期純利益 － 395

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △15

四半期純利益又は四半期純損失（△） △192 410
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △699 △539

減価償却費 1,266 1,123

有形固定資産売却損益（△は益） △44 △6

減損損失 4 5

のれん償却額 528 527

投資有価証券評価損益（△は益） 457 2,228

関係会社株式評価損 24 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 81

賞与引当金の増減額（△は減少） △105 78

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △67 △46

特別クレーム損失引当金の増減額（△は減少） △2 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △93 169

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 14 －

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） － △28

受取利息及び受取配当金 △117 △101

支払利息 521 444

売上債権の増減額（△は増加） 13,649 16,731

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,361 △1,188

仕入債務の増減額（△は減少） △16,180 △19,230

持分法による投資損益（△は益） △149 △102

その他 889 1,270

小計 2,238 1,416

利息及び配当金の受取額 275 210

利息の支払額 △523 △441

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 163 1,021

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,153 2,206

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △117

定期預金の払戻による収入 288 101

有形固定資産の取得による支出 △1,397 △611

有形固定資産の売却による収入 1,212 19

有形固定資産の除却による支出 △21 －

無形固定資産の取得による支出 △80 △16

投資有価証券の取得による支出 △557 △13

長期貸付けによる支出 △141 △70

その他 9 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △687 △672
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,792 △132

長期借入れによる収入 13,030 6,191

長期借入金の返済による支出 △1,538 △5,801

社債の償還による支出 △100 △1,200

配当金の支払額 △427 △540

その他 △17 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,845 △1,497

現金及び現金同等物に係る換算差額 31 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,347 15

現金及び現金同等物の期首残高 6,784 6,611

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,436 6,626
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更 

 当第２四半期連結会計期間において、シンジテキスタイル株式会社は清

算結了したため、連結の範囲から除外している。なお同社については下記

連結子会社の数には含まれていないが、清算結了までの損益計算書につい

ては連結している。 

（２）変更後の連結子会社の数 

 38社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用している。  

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、そ

れぞれ５百万円減少し、税金等調整前四半期純損失は、72百万円増加して

いる。 

（２）企業結合に関する会計基準等の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会

計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月

26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用して

いる。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 （四半期連結損益計算書関係） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示している。   

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。  
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該当事項なし。    

  

  

  

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定している。 

２．法人税等の算定方法  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定している。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円43,414 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円42,735

 ２ 売掛金・受取手形債権流動化に伴う譲渡額は

百万円であり、このうち買戻義務の上限額は 百万

円である。 

5,329

58

 ２ 売掛金・受取手形債権流動化に伴う譲渡額は

百万円であり、このうち買戻義務の上限額は 百

万円である。 

16,560

1,295

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額は

下記のとおりである。 

従業員給料手当 百万円4,770

賞与引当金繰入額  1,396

退職給付費用  453

減価償却費  548

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額は

下記のとおりである。 

従業員給料手当 百万円4,630

賞与引当金繰入額  1,688

退職給付費用  448

減価償却費  402

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額は

下記のとおりである。 

従業員給料手当 百万円2,399

賞与引当金繰入額  627

退職給付費用  213

減価償却費  265

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目と金額は

下記のとおりである。 

従業員給料手当 百万円2,245

賞与引当金繰入額  874

退職給付費用  218

減価償却費  173

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 百万円6,373

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △936

現金及び現金同等物  5,436

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 百万円7,023

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △396

現金及び現金同等物  6,626
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

２．自己株式に関する事項 

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項なし。  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

   該当事項なし。  

（株主資本等関係）

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式（千株）  183,397

株式の種類  
当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式（千株）  313

（決議） 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  549  3 平成22年３月31日 平成22年６月30日 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、事業の種類、性質に基づいて区分している。 

２．各事業の主な内容 

① ＩＴインフラ流通事業：コンピュータ機器及び周辺機器の販売等。  

② 化合繊・機能資材事業：化合繊綿、不織布製品、産業資材関連の製造販売業。 

③ 衣料品・生活資材事業：紡績糸、織物、編物、二次製品の製造販売業。 

④ その他事業：電気部品の成形・組立・加工業、ゴム製品製造販売業、ホテル業、ゴルフ場業、不動産

業、保険代理店業、エンジニアリング業。        

３．追加情報  

   前第３四半期連結会計期間から、ダイワボウ情報システム株式会社及び同社子会社を連結の範囲に含

めたため、新たな事業区分として「ＩＴインフラ流通事業」を追加している。なお、この事業区分の追

加に伴い、従来の「非繊維事業」を「その他事業」に名称を変更している。  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略している。 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

ＩＴイン
フラ流通
事業 
（百万円）

化合繊・
機能資材
事業 
（百万円）

衣料品・
生活資材
事業 
（百万円）

その他 
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  88,008  8,418  5,202  1,799  103,429  －  103,429

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 37  68  69  92  268 (268)  －

計  88,045  8,487  5,272  1,892  103,698 (268)  103,429

営業利益（△損失）  415  588  △97  25  931  11  943

  

ＩＴイン
フラ流通
事業 
（百万円）

化合繊・
機能資材
事業 
（百万円）

衣料品・
生活資材
事業 
（百万円）

その他 
事業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  167,197  16,414  9,352  3,396  196,361  －  196,361

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 57  142  138  273  612 (612)  －

計  167,255  16,556  9,490  3,670  196,974 (612)  196,361

営業利益（△損失）  △159  873  △122  78  669  11  681

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。 

 当社は、純粋持株会社制によるグループ経営体制を採用しており、持株会社傘下の各事業会社は、取り扱

う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。 

 したがって、当社は、事業会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「ＩＴ

インフラ流通事業」、「化合繊・機能資材事業」及び「衣料品・生活資材事業」の３つを報告セグメントと

している。 

 「ＩＴインフラ流通事業」はコンピュータ機器及び周辺機器の販売等を行っている。「化合繊・機能資材

事業」は化合繊綿、不織布製品、産業資材関連製品の製造販売を行っている。「衣料品・生活資材事業」は

織物、編物、二次製品の製造販売を行っている。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器の組立・製造・

販売業、ゴム製品製造販売業、ホテル業、ゴルフ場業、不動産業、保険代理店業及びエンジニアリング

業等を含んでいる。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去である。  

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用している。   

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 

ＩＴイン
フラ流通
事業  

化合繊・
機能資材
事業 

衣料品・
生活資材
事業 

計 

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 181,673  16,192  9,943  207,809  2,949  210,759  －  210,759

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 47  186  118  352  230  583  △583  －

計  181,721  16,378  10,062  208,162  3,180  211,342  △583  210,759

セグメント利益 

又は損失（△） 
 1,653  548  △103  2,097  △32  2,065  9  2,075

  

報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３ 

ＩＴイン
フラ流通
事業  

化合繊・
機能資材
事業 

衣料品・
生活資材
事業 

計 

売上高                 

外部顧客への売

上高 
 97,271  7,774  5,317  110,364  1,562  111,926  －  111,926

セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

 25  72  65  163  108  272  △272  －

計  97,297  7,847  5,382  110,528  1,670  112,198  △272  111,926

セグメント利益 

又は損失（△） 
 1,510  66  △47  1,529  4  1,534  3  1,538
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 当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められる。 

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。当第２四半期連結累計期間において、その他有価証

券で時価のある株式について2,223百万円減損処理を行っている。なお、減損処理にあたっては、時価の下

落率が50%以上の銘柄については全て減損処理を行い、時価の下落率が30%から50%の銘柄については回復可

能性を考慮し、必要と認めた銘柄について減損処理を行っている。 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（有価証券関係）

  取得原価（百万円） 
四半期連結貸借対照表

計上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式       4,235        3,830         △404

(2）債券       

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他  －  －  －

(3）その他      219      200      △19

合計        4,455        4,031         △423

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 195.81円 １株当たり純資産額 196.55円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１

株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載していない。     

１株当たり四半期純損失金額 △5.98円

同左     

１株当たり四半期純損失金額 △3.79円

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額            

四半期純損失（△）（百万円）  △859  △693

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円）  △859  △693

期中平均株式数（千株）  143,864  183,086

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 －  － 
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（注）１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。

    該当事項なし。  

 該当事項なし。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、１

株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載していない。     

１株当たり四半期純損失金額 △1.34円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜

在株式が存在しないため記載していない。     

１株当たり四半期純利益金額 2.24円

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益または四半期純損失（△） 

（百万円） 
 △192  410

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益または四半期純損失

（△）（百万円） 
 △192  410

期中平均株式数（千株）  143,861  183,084

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要 

 －  － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項なし。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

ダイワボウホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 田原 準平  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 坂井 俊介  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイワボウホ

ールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイワボウホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月12日

ダイワボウホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 田原 準平  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 坂井 俊介  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイワボウホ

ールディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイワボウホールディングス株式会社及び連結子会社の平成22年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

   

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。 




